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21 世紀に入り、日本及び台湾における高等教育はユニバーサル化の段階を迎えている。本稿の
課題は、このような高等教育拡大期における後期中等教育の制度的変容について、日本と台湾の
学校体系の比較を通して明らかにするものである。先行研究では、日本と台湾における高等教育
の拡大について、 トロウモテ、ルを用いた段階的な移行が論じられてきた。しかし、後期中等教育
に視点を置きながら、高等教育の拡大による影響並びに相互の接続関係の変化による後期中等教
育の構造的・機能的な変容を論ずる研究は希少である。本稿の独自性は、学校体系の類型論に基
づく分析から、日台の高等教育の拡大に伴う後期中等教育の再定義化を図る点にある。
序章では、先行研究と分析枠組みの検討を行っている。具体的には、本稿の分析課題について、
以下の二点を提示した。第一に、学校体系の形成・展開の実態研究と比較分析を通じて、日本と
台湾における学校体系の類型の独自な発達過程並びに後期中等教育の変化・編成過程を説明し得
る新しい学校体系の類型論の理論的構図を描き出すことである。第二に、その構図を日台の学校
体系における後期中等教育の構造的・機能的な変化と重ね合わせることで、高等教育の拡大に伴
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う後期中等教育の編成過程における再定義化への適用可能性を検証することである。
本論の第一章では、従来の欧米を起源とする学校体系の類型論を吟味し、上記第一の分析課題
を明らかにするために 3 つの論点を設定した。第一に、日本の単線型学校体系において分岐的特
質が存在しているとの論点である。第三に、東アジアの日本と台湾は学校体系の類型の展開につ
いて独自の発達過程を経験しているとの論点である。第三に、高等教育の拡大が日台の後期中等
教育の構造的・機能的な変化をもたらしたとの論点である。
これらの論点を実証するために、第二章と第三章では、高等教育の拡大に伴う学校体系の歴史
的な形成と展開について、日本と台湾の事例を考察した。具体的には、 1945 年から 2003 年にかけ
ての時代区分を対象に、「エリート高等教育段階」から「マス高等教育段階」へと至る過程を分析
した。ここで明らかにされたことは、高等教育の拡大に伴う後期中等教育の構造的・機能的な変
化の過程と、そこにおける普通教育系統・職業教育系統の政策調整のメカニズ、ムと影響要因であ
る。さらに第四章では、 2004 年から 2008 年における「ユニバーサル高等教育段階」の開始につい
て、日台の学校体系の現状と後期中等教育の改革動向を考察している。具体的には、日本と台湾
の改革を比較することで、両者に共通する制度改革及び改革課題を明らかにした。
第二章から第四章における 1945 年から 2008 年にかけての日台比較の結果、第一章で提示した
三つの論点の妥当性が明らかにされた。第一に、戦前の日本の分岐型学校体系に存在していた普
通教育系統と職業教育系統という教育目的別系統性の分岐的特質は、戦後の単線型学校体系にも
温存されていたこと。第二に、従来の学校体系の類型論において定説であった分岐型から単線型
への発達過程とは異なり、日本と台湾は単線型から分岐型へという独自の発達過程を経験してい
たこと。第三に、日台の後期中等教育において、高等教育の拡大に伴い、進学準備教育機能と完
成教育機能との割合の変化により、普通教育系統と職業教育系統の統合関係における構造的な変
化が生じたため、後期中等教育の再編を引き起こしたこと。
第五章では、第二章から第四章までの実証研究の成果をもとに、学校体系の類型化と比較を行
うことで、序章において提示した本稿の分析課題の検討を行っている。第一の課題については、
単線型から分岐型へ、分岐型から分岐的単線型へという日台における学校体系の類型の独自な発
達過程が存在すること、それと同時に普通教育系統・職業教育系統の構造的な変化と進学準備教
育・完成教育の機能的な変化が認められることから、後期中等教育の編成過程を説明し得る新し
い類型論の理論的構図を示すことができた。さらに、日本の単線型学校体系は、総合制高校を中
心としたアメリカの単線型学校体系とは異なり、分岐的単線型であることが解明された。一方、
台湾の分岐型学校体系は後期中等教育から高等教育段階まで分岐するという明白な分岐型である
が、日本の単線型学校体系への移行を意図する改革動向があることも解明された。
第二の課題に対しては、この新しい類型論の理論的構図を用いて、日本の単線型学校体系と台
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湾の分岐型学校体系の現状と特徴を分析している。その結果、日台の高等教育拡大期における後
期中等教育は、①多様化政策に伴う学校間格差・序列化、②普通教育系統の量的拡大と職業教育
系統の量的縮減という学校系統間における統合関係の変化により、進学志向の高まり並びに高学
歴重視傾向の助長という学校段階聞における接続関係の変化をもたらしたこと、という 2 つの特
徴が解明された。
終章では、これまでの議論を踏まえ、高等教育拡大期における日台の後期中等教育の制度的変
容と今後の課題を総括している。これまで後期中等教育は、進学準備教育機能と完成教育機能の
「二重目的性」を有すると定義されてきた。しかし、日本と台湾の後期中等教育は、高等教育の
ユニバーサル化により後期中等教育の普通教育志向の結果として、この「三重目的性」が十分に
機能できなくなった。また後期中等教育の進学準備教育機能の拡大を背景とする進学率の上昇は、
高等教育全般における学力水準の低下をもたらした。高等教育のユニバーサノレ化における後期中
等教育は、高等教育への進学によって規定される。同時に高等教育は第三段階教育としての性格
を強め、後期中等教育の継続教育、あるいは、その補完教育となりつつある。従って、高等教育
の一層の拡大に伴い、後期中等教育の再編は、「エリート高等教育段階」と「マス高等教育段階」
における普通教育系統と職業教育系統の統合関係よりも、高等教育との接続関係の変化によって
規定されることとなった。すなわち、「ユニバーサル高等教育段階」における後期中等教育は、段
階性において高等教育との境界線の不明瞭さ、系統性において「二重目的」の変容と同一化とし
て再定義化されるのである。
〈論文審査の結果の要旨〉
中等教育の組織化は、歴史的に見て極めて複雑な経過を辿ってきた。学校体系における第二段
階としての中等教育は、一方で高等教育の下構型として、他方で初等教育の上構型として、両者
の結節点として発達し、さらに現代では義務教育の前期中等教育と普通・専門・総合課程の系統
からなる後期中等教育(高等学校教育)として構成されている。これまでの研究では、欧米先進
諸国の学校制度化の過程をモデ、ルに、段階性と系統性の両面から、複線型、分岐型、単線型へと
辿ることが、中等教育へのアクセスの拡大・発展と捉えられてきた。こうした観点から、学校体
系の類型論的な把握は、先進諸国の単線型学校体系がほぼ完成した 1970 年代で終結することにな
る。
しかし、そのことによって中等教育の制度的な課題がすべて解消されたわけではなく、例えば
普通教育と専門教育、さらには特殊教育の系統性をどのように作り上げて行くか、高等教育との
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接続をどのように築いて行くか、などの課題が残されている。本論文は、高等教育のユニバーサ
ル化の段階における後期中等教育の構造と機能の変容を、日本と台湾の比較を通して分析し、後
期中等教育の課題を把握するための理論的構図を学校体系の類型論を駆使して描き出そうとした。
本論において、 1945 年から今日まで、日台の学校体系の歴史的な形成と展開を、トロウモデル
を用いて高等教育のエリート段階、マス段階、ユニバーサル段階との対応関係で、後期中等教育
の構造と機能の変容を論じている。その結果、高等教育のユニバーサル段階における日本の単線
型学校体系は、総合制高校を中心としたアメリカの単線型学校体系とは異なり、分岐的単線型で
あること、一方、台湾は後期中等教育から高等教育段階まで分岐型であるが、日本の分岐的単線
型へと移行する改革を推し進めていること、といった新たな学校体系の類型を描き出した。さら
に日台の高等教育拡大期における後期中等教育の課題は、多様化に伴う学校間格差と序列の顕在
化、高等教育への進学志向から職業教育系統の縮小化、といった点にあることを実証している。
かくて後期中等教育は、これまで高等教育への準備教育機能と完成教育機能の二重目的性を有す
ると定義されてきたが、高等教育のユニバーサル化によって、系統性における二重目的性の変容
と同一化、段階性における高等教育との境界の不明瞭化として再定義されると結論づけた。
本論文において、従来の学校体系の類型論及びそれに基づく後期中等教育の定義を批判的に捉
え、新たな学校体系の類型を明示し得たこと、さらにその類型の特徴から後期中等教育の課題を
明確に把握できるように再定義化を試みたことは、本研究のユニークな成果として特筆できる。
しかしながら、この再定義化が 1970 年代の学校体系の類型論に依拠していることから、経済のグ
ローパル化や産業社会から知識基盤社会への構造変容に伴う教育内容の変化や再編といった、後
期中等教育の質的な変化に関するより掘り下げた分析が課題として残る。
こうした課題はあるが、日台の後期中等教育の制度化の歴史過程を丹念に比較分析し、高等教
育の拡大が後期中等教育に与える影響を明らかにしたことは、教育制度研究に新たな知見を加え
るものとして評価できる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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